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政体 立憲共和制

元首 大統領 ハリマ・ヤコブ（任期６年（2017年～）、８代目）

行政府 内閣（１府15省） ※国会の信任によって存立（議院内閣制）

歴代首相

立法府 一院制（与党：人民行動党（PAP））

現議席数 101名（選挙区選出議員89、非選挙区選出議員３、指名議員９）

議員任期 選挙区選出議員・非選挙区選出議員：５年、指名議員：２年半

解散 有（首相の助言により大統領が実施）

１．シンガポールの統治機構 The Japan Council of Local Authorities for

International Relations, Singapore
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初代(1965-90)
リー・クワンユー

第２代(1990-2004)
ゴー・チョクトン

第３代(2004-現在)
リー・シェンロン



２．選挙権 The Japan Council of Local Authorities for

International Relations, Singapore

✔ 選挙権者
21歳以上のシンガポール国籍を有する者
※永住権者（PR）は選挙権を有しない

✔ 義務投票制
・棄権した場合には選挙人名簿から削除（選挙権剥奪）
・選挙人名簿への再登録は可能
（ただし、正当な理由のない棄権の場合はS$50の手数料が必要）

シンガポール 日本

2006年総選挙 94.00% 2014年衆院選 52.66%

2011年総選挙 93.18% 2016年参院選 54.70%

2015年総選挙 93.56% 2017年衆院選 53.68%

【シンガポールと日本の投票率】
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【出典】シンガポール首相府選挙局、総務省のデータを基に作成



３．大統領選挙

（１）選出方法

The Japan Council of Local Authorities for

International Relations, Singapore

シンガポール市民であること

45歳以上であること

立候補の届出日にシンガポールに居住している者

立候補の届出日までに合計して10年以上シンガポールに居住している者

政党員でないこと

公職経験の場合は、大臣・裁判長などの重要職を３年以上経験

民間経験の場合は、過去３年間の平均株主資本S$５億以上の企業で経営トッ
プの経験があること

過去５回の選挙で大統領を出していない民族（中華系、マレー系、インド系・そ
の他）があった場合は、その民族出身者であること

5

国民が直接大統領を選出する直接選挙

（２）立候補資格（一部抜粋）

※下線は、2016年の憲法改正・法律改正により追加された資格
【出典】シンガポール首相府選挙局



３．大統領選挙 The Japan Council of Local Authorities for

International Relations, Singapore
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初の女性大統領ヤコブ氏在任期間 氏名 民族

1965-1970 ユソフ・ビン・イサーク マレー系

1971-1981 ベンジャミン・ヘンリー・シアーズ 中華系

1981-1985 チェンガラ・ヴェーティル
・デヴァン・ナイール

インド系

1985-1993 ウィー・キムウィー 中華系

1993-1999 オン・テンチョン 中華系

1999-2005 セッラパン・ラーマナータン・ナザン インド系

2011-2017 トニー・タン・ケン・ヤム 中華系

大統領官邸「イスタナ」

【歴代大統領】

（３）2017年大統領選（2017年９月）

✔ マレー系女性のハリマ・ヤコブ前国会議長が
無投票で第８代大統領に就任（任期６年）

✔ 無投票当選での大統領就任には反発の声も



４．国会議員選挙

（１）議員の類型等

The Japan Council of Local Authorities for

International Relations, Singapore

シンガポール 日本

国会 一院制 二院制

被選挙権 満21歳以上のシンガポール国籍を有
する者

衆議院：満25歳以上の日本
国籍を有する者
参議院：満30歳以上の日本
国籍を有する者

議員の類型 ①選挙区選出議員
（直接選挙により選出）

②非選挙区選出議員
（落選した野党候補者から選任）

③ 指名議員
（大統領が任命）

衆議院・参議院とも全て直
接選挙により選出

任期
・

現議席数

（2015年総選挙時）
①選挙区選出議員：５年、89議席

②非選挙区選出議員：
５年、３議席（最大９議席）

③指名議員：２年半、９議席

衆議院：４年、465議席
参議院：６年（３年ごとに半
数改選）、242議席
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【出典】シンガポール首相府選挙局、総務省のホームページを基に作成



【参考】2015年総選挙の選挙区割り

４．国会議員選挙 The Japan Council of Local Authorities for

International Relations, Singapore

8【出典】The Straits Times

（２）選挙制度

✔ 全土を小選挙区（１名選出）と集団選挙区（３名～６名選出）に区割り

✔ 議員定数及び区割りは、選挙区割り見直し委員会（EBRC）の諮問に基づき、
首相が決定 ⇒ 与党有利の区割り

※13の小選挙区で13名、
16の集団選挙区で76名が
選出された。

４名選出の集団選挙区

５名選出の集団選挙区

６名選出の集団選挙区

小選挙区
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４．国会議員選挙

①小選挙区
✔ １選挙区ごとに１名を選出

②集団選挙区
✔ １選挙区内の定数は３から６（各選挙区の有権者数を考慮して決定）

✔ 有権者は政党に投票し、最大得票政党がその選挙区の議席を全て独占

✔ 選挙に臨む際、各党は定数分の立候補者を用意しなければならない

✔ 「民族クオータ制」
立候補者グループ内に少なくとも１名は、国民の約75%を占める
中華系以外の候補者を入れなければならない

The Japan Council of Local Authorities for

International Relations, Singapore
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（２）選挙制度



①国会解散から投票日までの流れ
国会解散（＝大統領による選挙の実施を命じる令状の発布）
立候補届出日発表

立候補届出日

クーリングオフ・デー＜投票日の前日＞

投票日

４．国会議員選挙
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選挙運動期間
（９日間）

３か月以内

（３）選挙運動

②内容
✔ 集会、個別訪問、テレビ放送、SNS等
※集会に対する規制：公安委員会の許可、警察による日時・会場の指定

③各候補者の選挙費用上限（2015年総選挙時）
✔ 小選挙区：選挙区の投票権者数×S$４
✔ 集団選挙区：選挙区の投票権者数×S$４÷当該選挙区の選出議員数



４．国会議員選挙

（４）近年の総選挙の動向

✔ 人民行動党（PAP）の得票率は60.14％と史上最低を記録
✔ 野党の選挙区選出議員は改選前２議席から６議席に躍進
✔ 外国人労働者の急増に伴う様々な弊害や物価高、所得格差に対する不満、
事実上の一党支配が続く中で多様な声を反映できる政治システムへの変革を求
める国民の要望の高まり等が、過去最低の得票率として現れた。

The Japan Council of Local Authorities for

International Relations, Singapore
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①2011年総選挙

【出典】三菱UFJ銀行「BTMU ASEAN TOPICS（No.2011-６)」



４．国会議員選挙

（４）近年の総選挙の動向

The Japan Council of Local Authorities for

International Relations, Singapore

✔ 人民行動党（PAP）は69.86% の
得票率を獲得。（投票率 93.56%）

✔ 29選挙区中、27選挙区で人民行
動党（PAP）の勝利。

✔ 2011年総選挙結果を踏まえ、人
民行動党（PAP）政権は雇用、住宅、

交通、教育政策等を見直し、新政策を
相次いで発表。
→国民の雇用・所得環境の向上、社
会保障制度拡充、物価高の抑制等の
改善が見られた。

→これらの取り組みへの国民の支持
が得票率に反映。
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②2015年総選挙

【出典】Channel NewsAsia

：与党人民行動党が勝利した選挙区
：野党労働党が勝利した選挙区

小選挙区
集団
選挙区

獲得
議席数 得票率

与党 12 71 83 69.86%

野党 １ ５ ６ 30.14%

【選挙区選出議員（定数：89）内訳（2015年総選挙）】



４．国会議員選挙

（５）今後の展望

✔ リー・シェンロン首相は次期総選挙後の退任を表明

✔ 次世代（第４世代）の閣僚から次期首相が選出予定

✔ 次期首相の有力候補は、
ヘン・スイキャット副首相兼財務相（58）
※2019年５月１日～副首相に昇格

✔ 次期総選挙(独立以降で13回目)は
2021年４月までに実施

The Japan Council of Local Authorities for

International Relations, Singapore
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（ヘン・スイキャット副首相兼財務相）
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